
政務活動費で
調査してきました

至
　
誠
　
会

公
明
党
東
浦

日
本
共
産
党
東
浦
町
会
議
員
団

高
志
会
（
田
﨑
守
人
）

創
生
会
（
小
松
原
英
治
）

小
　
田
　
清
　
貢
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29
年
２
月
１
日

議
会
基
本
条
例

岐
阜
県
可
児
市
議
会

　

地
方
自
治
の
あ
り
方
を
住

民
と
共
に
考
え
、
合
意
形
成

す
る
事
が
重
要
で
あ
る
。

　

可
児
市
議
会
で
は
、
住
民

に
見
せ
る
議
会
運
営
「
見
え

る
化
」
に
力
を
入
れ
て
お
り

議
会
独
自
で
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
開
設
し
て
い
る
。
ま
た
、

フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
へ
の
投

稿
・
ケ
ー
ブ
ル
Ｔ
Ｖ
で
の
議

会
生
中
継
な
ど
を
行
い
、
開

か
れ
た
議
会
活
動
を
実
施
し

て
い
る
。

　

そ
の
先
進
的
な
取
り
組
み

に
よ
り
、
多
く
の
市
町
村
議

会
が
視
察
に
訪
れ
て
い
る
。

28
年
11
月
16
日
〜
18
日

建
物
の
耐
震
化

埼
玉
県
新
座
市

　

災
害
時
、
仮
設
住
宅
に
予

算
を
費
や
す
よ
り
は
、
住
宅

の
耐
震
化
を
促
進
す
る
取
り

組
み
。
我
が
家
で
の
生
活
を

と
、
議
会
と
行
政
の
努
力
で
、

住
宅
耐
震
化
率
89
％
、
市
有

建
築
物
耐
震
化
率
97
・
６
％

（
市
庁
舎
平
成
29
年
10
月
完

成
で
１
０
０
％
）
と
な
る
。

　
食
の
循
環
に
よ
る

　
　
　
　
　
　
ま
ち
づ
く
り

新
潟
県
新
発
田
市

　

食
の
循
環
に
着
目
し
、
住

民
、
事
業
者
、
市
が
一
体
と

な
っ
た
「
も
っ
た
い
な
い
運

動
」
食
品
ロ
ス
の
取
り
組
み
。

ま
ち
じ
ゅ
う
図
書
館
事
業

長
野
県
小
布
施
町

　

事
業
が
観
光
客
集
客
、
経

済
波
及
効
果
を
生
ん
で
い
た
。

28
年
７
月
27
日
〜
28
日

子
ど
も
オ
ン
ブ
ズ
パ
ー
ソ
ン

兵
庫
県
川
西
市

　

市
の
中
に
オ
ン
ブ
ズ
パ
ー

ソ
ン
を
設
置
し
て
、
子
ど
も

の
問
題
を
子
ど
も
と
学
校
の

間
に
立
っ
て
調
整
す
る
役
目

を
担
う
。
学
校
や
担
任
教
師

を
せ
め
る
こ
と
は
し
な
い
で

解
決
を
図
る
。担
当
は
市
の

嘱
託
職
員
。ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー

カ
ー
や
臨
床
心
理
士
も
入
れ

て
多
面
的
に
対
応
し
て
い
る
。

認
知
症
予
防
の
取
り
組
み

京
都
府
宇
治
市

　

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

６
カ
所
、
認
知
症
疾
患
医
療

セ
ン
タ
ー
２
カ
所
、
専
門
医

２
人
、
あ
ん
し
ん
サ
ポ
ー

タ
ー
延
べ
９
１
２
８
人
、
福

祉
サ
ー
ビ
ス
公
社
が
初
期
集

中
支
援
チ
ー
ム
と
し
て
対
応
。

社
協
は
別
の
業
務
に
専
念
。

28
年
７
月
５
日
〜
６
日

自
治
体
の
財
政
確
認

大
阪
府
大
阪
市

　

地
方
交
付
税
・
国
庫
支
出

金
・
地
方
債
な
ど
が
施
策
と

ど
の
よ
う
に
関
連
づ
け
ら
れ

て
い
る
か
、
地
方
創
生
へ
の

誘
導
、
地
元
の
企
業
や
地
域

団
体
の
社
会
経
済
力
を
引
き

出
す
施
策
を
適
切
に
取
り
入

れ
て
い
る
か
な
ど
、
調
査
研

究
し
た
。

国
土
強
靭
化
政
策
と

　
　
　
　
　
　
　
公
共
事
業

　

国
土
強
靭
化
政
策
と
公
共

事
業
を
主
に
、
地
域
の
公
共

交
通
・
イ
ン
フ
ラ
の
現
況
、

国
土
強
靭
化
政
策
に
お
け
る

防
災
・
減
災
の
課
題
、
行
財

政
誘
導
と
公
共
施
設
等
総
合

管
理
計
画
、
人
口
減
少
時
代

に
お
け
る
自
治
体
行
財
政
の

焦
点
な
ど
、
調
査
研
究
し
た
。

28
年
10
月
６
日
〜
７
日

地
方
創
生
　

成
功
の
方
程
式
は
あ
る
の
か

全
国
市
町
村
国
際
文
化
研
修
所

　

豊
か
な
地
域
づ
く
り
の
構

想
・
実
現
は
、決
し
て
諦
め
ず
、

真
の
パ
ー
ト
ナ
ー
と
ブ
レ
ー

ン
の
協
力
を
得
て
、
自
ら
知

り
気
づ
き
行
動
す
る
こ
と
で

あ
る
。

29
年
２
月
９
日

29
年
度
政
府
予
算
案
と

　
　
　
　
　
地
方
財
政
対
策

地
方
議
会
総
合
研
究
所

　

一
般
会
計
予
算
案
は
過
去

最
大
で
あ
る
が
、
埋
蔵
金
で

税
収
の
穴
埋
め
を
し
て
い
る
。

市
町
村
は
、
地
方
税
収
減
で
、

歳
出
の
抑
制
も
で
き
ず
、
実

質
的
に
財
政
は
悪
化
し
て
い

る
。「
一
般
財
源
規
模
」
に

合
っ
た
予
算
編
成
こ
そ
が
健

全
財
政
を
維
持
し
、
持
続
可

能
性
を
高
め
る
。

　
28
年
７
月
20
日
〜
21
日

議
会
を
め
ぐ
る
法
律
問
題

地
方
議
会
総
合
研
究
所

　

地
方
議
会
議
員
に
よ
る
質

問
等
は
、
執
行
機
関
に
疑
問

点
を
質
し
た
り
、
政
治
姿
勢

を
明
ら
か
に
さ
せ
た
り
、
政

策
を
是
正
さ
せ
る
な
ど
の
目

的
を
有
し
て
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
質
問
に
お
い
て
取
り
上

げ
る
問
題
、
そ
の
質
問
等
の

方
法
・
内
容
は
、
故
意
に
誹

謗
し
た
り
し
な
い
限
り
、
発

言
に
責
任
を
取
ら
れ
る
こ
と

は
な
い
。

28
年
10
月
６
日
〜
７
日

全
体
最
適
の
ま
ち
づ
く
り
を

全
国
市
町
村
国
際
文
化
研
修
所

　

全
体
最
適
と
は
、
ま
ち
の

企
業
や
農
業
、
商
店
街
が
ば

ら
ば
ら
に
動
く
の
で
は
な
く
、

同
じ
ま
ち
で
一
緒
に
つ
な
ぐ

よ
う
、
ま
ち
全
体
の
ま
ち
づ

く
り
を
考
え
る
こ
と
。

ひ

ぼ
う



成

瀬

多

可

子

長
　
屋
　
知
　
里
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29
年
１
月
24
日

ハ
ー
モ
ニ
ア
ス
ポ
リ
ス
構
想

福
井
県
敦
賀
市

　

原
発
運
転
停
止
が
長
期
化

し
地
域
経
済
が
大
き
く
停
滞

し
て
い
る
敦
賀
市
は
、
市
政

始
ま
っ
て
以
来
の
危
機
を
迎

え
て
い
る
。

　

人
口
減
少
の
課
題
の
中
で
、

地
域
間
競
争
の
激
化
は
か

え
っ
て
地
域
の
活
力
を
減
退

さ
せ
る
危
険
性
が
あ
る
こ
と

か
ら
、
敦
賀
市
お
よ
び
周
辺

地
域
（
福
井
県
内
２
町
、
滋

賀
県
内
３
市
）
を
圏
域
と
す

る
地
域
間
協
調
を
前
提
と
し

た
地
方
創
生
を
展
開
し
よ
う

と
し
て
い
る
。
厳
し
い
状
況

の
時
こ
そ
、
地
域
資
源
を
活

用
し
、
広
く
外
に
目
を
向
け

た
連
携
を
模
索
す
る
姿
は
本

町
も
見
習
う
べ
き
と
こ
ろ
で

あ
る
。

28
年
11
月
28
日
〜
29
日

市
町
村
議
会
議
員
特
別
セ
ミ

ナ
ー

全
国
市
町
村
国
際
文
化
研
修
所

　

自
治
体
運
営
に
つ
い
て
の

以
下
の
研
修
を
受
講
し
た
。

・
メ
デ
ィ
ア
か
ら
み
た
地
方

　

分
権

・
選
択
と
集
中
、
分
担
と
連

　

携
を
コ
ン
セ
プ
ト
と
し
た

　

自
治
体
運
営

・
変
化
す
る
政
治
・
経
済
の

　

中
の
自
治
体
経
営

・
地
方
行
政
を
考
え
る

　

―
人
口
問
題
を
中
心
に―

29
年
１
月
19
日
〜
20
日

自
治
体
財
政
の
見
方

全
国
市
町
村
国
際
文
化
研
修
所

　

自
治
体
財
政
に
つ
い
て
の

以
下
の
研
修
を
受
講
し
た
。

・
地
方
自
治
体
の
財
政
運
営

　

と
議
員
の
役
割

・
自
治
体
財
政
指
標
の
見
方

　

と
指
標
分
析

・
今
後
の
自
治
体
財
政
の
ポ

　

イ
ン
ト

報告 します

政務活動費
　28年度に議員の調査研究等に必要な経費の一部として、会派に対し交付された政務活動費の
収支報告です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28年４月から29年３月）
○政務活動費交付金内訳　月額5,000円×会派人数

（単位：円）


